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技法面からみた中小企業診断の限界と対応
加藤 孝
1．はじめに
　ここでとりあげる中小企業診断は，中小企業対策として行われているもの
をさしている。企業診断というとき，企業の内部の担当者が行う内部診断あ
るいは自己診断といわれるものと，外部の第三者が行う外部診断あるいは第
三者診断と云われるものがあるが，ここで対象とするものは外部第三者が行
う診断である。
　この小論の狙いは2つある。第1は，近年，中小企業診断の対象や内容が
大きく変化し，新たな対象に対しては，従来のような手法では有効な助言が
出来なくなっていること，第2は，この新たな対象に対する知的支援活動が．
中小企業コンサルティングという独立の専門的職業として成り立つ可能性が
あること，を指摘することである。なお専門的職業とは，報酬を受けて提供
する高度な知識や技能に基づくサービス活動が，多くのクライアントに利用
され満足され，こうした活動が営業として継続的に行われるものをさす。
　さて外部第三者が行う企業診断という用語と類似のものに，経営診断とか
経営コンサルティングという用語がある。歴史的には，まず経営診断という
用語があらわれ，ついで企業診断という用語が使われるようになり，のち，
経営コンサルティングという用語が現われてきた。これらは同一の事象に対
する違った表現ではなく，それぞれ意昧する内容が異なっている。
　ここで取り上げる企業診断とは，企業経営の根幹をなす存立条件に関ずる
検討を行って，それを強化するための方策を助言するための第三者による知
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的支援活動のことである。また経営診断とは，業務の能率化の観点から行わ
れる経営管理面での診断業務であり，経営コンサルティングは改善課題の遂
行に関する指導や教育までも含む長期的な支援活動を意昧する。
　企業診断という用語が用いられたのは，戦後の我が国で中小企業診断制度
が創設されたことに始まる。当時の中小零細な企業に対し，企業全体の立場
から存立を危うくしている諸々の条件を改善し，企業の維持安定に資すると
いうことを目指していた。財務とか組織や業務処理の実際など，経営体内部
の問題解決ばかりではなく，製品や事業戦略などの対外的活動に関しても吟
味の対象とする必要があり，むしろそれが重要でもあった。これは中小企業
診断が，戦後経済の混乱のなかで，多くの中小企業が経営破綻をきたし，淘
汰されることによって失業者を増大させ社会不安を激化させるという事態を
中小企業問題と把え，その対応策として創設されたという経緯から当然のこ
とであった。
　我が国の中小企業が置かれている過小過多という事態のなかで考えれば，
個々の中小企業の経営内部の管理を如何に徹底しても，それだけで経営破綻
を防止することは出来ない。事業活動そのものの改善がなければならない。
ここに，従来から存在していた経営診断という用語を排し，経営診断という
用語を作り出した理由があったと思われる。中小企業診断制度における診断
は，経営診断の単なる延長を意図したものではなかった。
　企業診断という用語が作り出された経緯は斯くの如くであったが，現実は
必ずしも理想どうりではなかった。従来からの経営診断技法を安易に踏襲し，
事業活動に関する検討にまで立ち入らなかったからである。当時の中小企業
庁によって用意された診断要領では，経営内部間題の改善を規定し，事業戦
略について触れるところが殆ど無い。新たな部面へと診断分野の開拓を行う
だけの努力を，当時の関係者が怠ったといえよう。かくして企業診断という
名称のもとに経営診断が行われ，それが公共政策という枠の中でサービスさ
れるものとなった。かくして経営診断と企業診断との違いが不明確のまま，
今日に到ってきたものである9主1〉
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　さて，「経営診断は，経営のシステム的行動過程における欠陥を発見し，
病名を決定することである」（注2）と説明される。しかし，これだけでは依頼
者である企業にとっての経営改善に貢献することがない。経営診断は医学的
診断と違って，病名が決定しても，その治療法が明らかとならないのである。
治療法を明確としなければ，独立の職業とはなり得ない。そこで「経営診断
は，第三者の勧告ならびにその実践指導をもって特徴とする経営における一　　＼
連の脱体制的努力の過程」（注3）とも，あるいは「主として第三者である経営
診断の専門家が，経営及び経営集団の実態を詳細に調査し，その調査内容を
分析して，経営ないし経営集団の長所と短所，ないしは欠陥を見出して，そ
の改善と発展のための合理的経営諸技術，諸方策を勧告し，スタッフ的な関
係において経営目的達成，ことに効果的，効率的達成のための指導を行うこ
とである」（注4）と説明されることもある。ここでは経営診断を，組織体の業
務遂行過程に存在する非効率を発見し，それを排除して業務遂行状況を改善
することを目指すものと考えている。
　経営診断をこのように考えるとき，経営コンサルティングとの違いが不明
確となるが，「診断とは，マネジメント・コンサルティングの訳語，経営の
要請により，その案件領域に関する専門的第三者が行なう知的支援活動一般
のこと」（注5）と説明されることもあるが，一般には，「コンサルタントとし
て本当に行なうに値する唯一の仕事は，教えること，すなわち「自分たちだ
けで上手く管理できるように依頼者やそのスタッフを教えることである」，
またコンサルタント業務の内容について「一般的な調査に加え特殊調査や問
題点の改善，たとえば，組織や賃金制度などを設計し，さらに改善実施期問
にわたって指導相談に応じる」もの（注6）であり，ここに経営診断と経営コン
サルティングとの違いが，依頼者に対する知的支援業務の内容の違いにある
と理解される。
　なお，中小企業診断においても，個別企業に対する一般的な診断の他，近
代化資金助成法や，中小企業事業団法などと関連して行われる政策診断とが
あるが，（注7）ここで対象とするものは個別企業に対する一般診断である。
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2．中小企業診断の技法
　さて初めに，中小企業診断制度とは如何なるものかを整理しておこう。
2－1中小企業診断制度
　わが国の中小企業診断制度における企業診断は，国の施策として実施され
る。その根拠は，「国は中小企業の経営管理の合理化を図るため，経営の診
断…等必要な施策を講ずるものとする」という中小企業基本法第11条の規定
にある。そして関連政省令によって，都道府県の行なう経営診断などの費用
の国による一部補助（中小企業指導法第6条），中小企業者の創意工夫を尊
重し，その自主的な努力を助長するものでなければならないこと，中小企業
指導事業に従事する者又は従事した者はその業務上知り得た秘密を漏らしま
たは盗用してはならないこと，診断を行なう対象と診断の種類（中小企業指
導事業の実施に関する基準を定める省令，以下，基準省令と略す）が規定さ
れでいる。
　診断の方法については，中小企業庁長官が診断の種類ごとに定める要領に
よって診断を行なうべきこと，診断実施機関は診断を実施したものに診断勧
告書を作成させ，診断を受けた者に交付すべきことが基準省令によって規定
されている。
　診断を担当するものの資格は，通産大臣から認定を受けた者と，診断実施
機関の長が診断を担当する能力があると認める者（基準省令第4条および第
5条）と規定している。中小企業診断士なる名称は，指導法にも，同法の施
行令にもない。中小企業診断士という名称が出てくるのは，中小企業庁の通
達である中小企業診断士登録規則においてである。なお中小企業診断士とし
て認定を受けても，それは3年問を以て無効となり，以後も継続を望むなら
ば中小企業診断協会の行う講習会の教科を終了すること等を条件とする再登
録手続きが必要（中小企業診断士登録規則〉とされている。
　こうした要領において，中小企業診断の目標や方法は，中小企業の経営管
理の合理化を図るためのものと規定されているだけで，具体的なことは何ら
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規定されていない。ただ中小企業庁の内部資料で，中小企業診断は「専門家
である第三者が行なう，中小企業経営改善のための問題点の指摘と改善方策
の助言」と説明し，改善の目標については「経営者の勘による経営管理を，
冷厳な客観的な数字に基づく科学的管理に置き換えること」と解説している辞8）
　では，こうした診断の目的や目標を達成するための作業は，如何なる手順
や技法によって行なわれるのだろうか。
2－2　中小企業診断の手順
　前述した経営診断や能率指導は，作業現場に入りこんで情報収拾と分析を
行い，数カ月の日時を費やして問題点を発見し，開発された改善方策を現場
の担当者に直接に指導するというものであるが，こうした徹底した診断作業
は，診断対象の数が限られ，診断作業に必要な費用が潤沢である場合に，は
じめて可能となる。公共政策として展開される中小企業診断制度においては，
これは無理な注文である。
　中小企業診断は，公共サービスとして行われる以上，中小企業者ならば誰
でも利用できなければならない。当時は，多数の中小企業にサービスしなけ
ればならないということに加えて，熟達した企業診断担当者を十分に動員で
きなかったということから，企業診断手法は出来るだけ標準化し，短時間で
処理し得るものとする必要があった。
　そこで開発された診断手法が，医療行為をモデルに構築されたように思わ
れる。それも，診療所における健康診断的な医療行為を模倣したように思わ
れる。診断という用語もそうしたイメージを持っているが，患者の病気の原
因を発見してそれを排除し，健康体に回復させるという過程を想定するもの
となったのである。
　医療における診断の手順には，まず患者の症侯を把握するという作業があ
り，それを総合判断して病名を決定するという手順がある。病名が明らかに
なるということは病気の原因が明らかになるということ，決定された病名に
よって自ずと治療方針が定まり，所定の処方箋を与えれば，あとは自助努力
によって健康状態に回復すると考えられている。
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　すなわち診断要領に示された中小企業診断の具体的な手順は，予備調査，
現場診断，総合調整の3段階である。こうした診断作業が終了したのち，診
断実施機関の長は，当該企業における問題点とその改善方策，当面の努力目
標などを記載した診断勧告書を作成し，企業の代表者に交付し勧告内容を説
明すること，必要と認めるときには，勧告書の内容の実施等に関する指導を
行うこと（基準省令）である。
　こうした手順における予備調査とは，予め企業から財務資料等を提出させ，
概況を把握し，企業経営上の問題点と診断の重点を明らかにすること，現場
診断とは，予め設定した企業経営上の問題点と診断の重点に関し再検討する
ことに加え，さらに深く実態を調査分析し改善方策を検討すること，総合調
整とは，現場診断終了後，各担当者の意見を総合的な観点から調整し取り纏
めることと説明されている。
　この診断作業における中核的業務は，提出された資料からの問題点の把握
であり，それに対して掘り下げるべき診断重点の決定である。診断重点とは，
現場診断において究明すべき重要な問題点のことであるから，最も重要なの
は，予備調査の段階で行われる問題点の把握である。
2－3問題点把握の技法
　中小企業診断における中心的作業である問題点の把握は，事前に提出され
る資料，特に財務資料の分析によって行われる。問題点把握作業についての
具体的な指針は与えられていない。しかし，中小企業診断制度の創設時から
中小企業庁の担当者として診断行政に関与していた中谷道達氏は，その著書
の中で財務資料を対象とする経営分析の技法を，問題点把握の出発点として
　　　　（注9）用いている。　中小企業庁の中小企業診断業務に多年にわたって従事してき
た同氏の記述は，現実に用いられた中小企業診断における問題点把握の技法
を説明するものと見て良いであろう。これに基づき問題点把握技法の概要を
纏めると以下のようになる。
　まず，企業活動の総合的成果を示す指標として，資本収益性を示す各種の
財務比率が計算される。これら比率は，過去からの傾向値として，あるいは
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業界の平均的な数値と比較して，評価される。各指標値には，評価に当たっ
ての方向性がある。すなわち，数値がより大なものが望ましい，あるいは小
さい場合が望ましいなどと，その性格にしたがって定められている。これら
の財務比率の数値が好ましくない位置にあり，あるいはその方向へと進むの
であれば，そこに問題点ありと判定される。業界の平均的な各種財務比率と
して，中小企業庁が毎年発表している中小企業の経営指標や中小企業の原価
指標の数値が用いられる。
　つぎに，資本収益性を示す比率は，各種資本（あるいは資産）の回転率と，
利益率とに分解され，さらに，財務関係，生産関係，販売関係，労務関係な
どの様々な比率，あるいは原価構成比率などに分解されることによって，問
題の掘下げが行なわれる。ここでは財務に現れないような統計数値，たとえ
ば従業員一人当たり付加価値生産額なども測定され利用される。こうして得
られた各種の比率や数値に対して，資本収益性の評価と同じような，傾向分
析や比較分析を行って評価が行わμ，問題点を浮かび上がらせる。
　これらの問題点を整理して，その主要なものを診断重点として現場診断に
おいて究明するというのが，具体的な診断作業の進め方である。問題点の整
理は，主として各種指標の因果関係やバランスを勘案して行われる。
　このように，出発点において企業の総合的観点から出発し，次第に個別の
問題点を明らかしていくという手順は，単なる経営診断ではなく，企業診断
という点から，評価されるべきであろう。部分的な業務活動能率の改善を意
図しているのではなく，総合的な観点から企業としての維持存続を，更には
その発展への貢献を意図した手法といえる。
2－4現場診断における問題点掘下げ技法
　現場診断は，診断重点に対し問題点の確認あるいは再検討と，その間題解
決の方策を探るために行われる。こうした現場診断には如何なる技法が使わ
れているのかを次に見よう。
　現場診断に使われる基礎技法＝現場診断に用いられる基礎技法は，企業の
責任者（経営者や中間管理者）や作業担当者に対する質問，現場の作業環境
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や作業実態の観察，内部資料の収集と解析，および，作業者の意識や動作と
か作業状況の測定である。これらの作業を効果的かつ効率的に遂行するため
の技法は，古くから開発されている。質問においては正しい回答を引き出す
ための諸技法，得られた表面的な回答から真実を洞察するための諸技法，観
察によって得られる膨大な情報から必要なものを効果的に把握し記録する技
法，効率的に把握する諸技法，あるいは数量化の技法や記号化の技法，統計
処理の技法など，多くの技法がある。
　問題点の確認とその掘下げ技法二予備診断で明らかにされた問題点は，現
場診断において，妥当か否かの吟味が行われるが，この過程に関する具体的
な指針も診断要領では示していない。ただ中小企業庁の通達である「診断実
施上の留意事項」において，診断における基本的態度は常に経営の総合的観
察を念頭において行うべきこと，要は企業経営目的の達成に関して体系的に
分析すること，そして現場診断においては，企業経営の基本を理解するとい
う観点から，経済環境における位置，将来における事業内容（製商品など）
のあり方，経営目標とか重要な基本方針のあり方，当該業態の生産（販売）
面における特徴，資本調達能力，人的能力等の諸要素を前提として診断を行
うことが必要であること，また単に経営管理の一般原則に当てはめて改善案
に代えるという安易な方法を採るべきではなく，具体的問題点を常に経営諸
機能の関連のもとに考察することが必要と述べたものがあるにすぎない。具
体的にどのような手順で問題点の実証確認を行えば良いかは，示されていな
いo
　現実にはこの作業は，経営者の意識や資料によって裏付けられるか否かを，
診断担当者が判断することによって行われる。なお熟達した診断者は，業務
活動単位を垂直的あるいは水平的に分割し，問題がどの箇所で発生している
のかを明らかにし，問題箇所の特定を行うことによって，改善方策の開発作
業に資するよう工夫しているのが普通である。たとえば，製品部門に問題が
あるのか，生産部門に問題があるのか，あるいは販売部門に問題があるのか
と言うような機能別の分割を行って判断したり，製品別，得意先別，支店別，
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販売員別などのような，並列的な活動単位に分割して判断されることが，有
効とされている。
　こうした問題点掘下げの手法として，医療における診断技法にならって，
症候（あるいは兆侯）の分析技法が提唱されている。「症候とは身体に現れ
る異常な状態を言い，病気そのものでなく，病気によって引き起こされる身
体の反応の現れである。・・経営理論どうりに経営が遂行されているか否かを
診断するのではなく，経営が合目的的に最適な経過を可能にしているのか否
かを検証しようとし，また可能ならしむるよう指導することである。」（注10）
と説明されているが，こうした診断手順を主張する学識者は，現在でも少な
くはない。症候と問題点の関連についてドラッカーも，組織に重大な欠陥が
あることを示す最も多く見られる兆候として，「多すぎる階層，組織問題の
再発，基幹要員の注意を的外れの問題や二次的問題に向けさせてしまうこと，
多すぎる会議他人の感情に絶えず気を使うこと，調整役とか補佐などさし
たる職務をもたない人間に依存していること」を上げている9主ωしかし現状
では，企業活動における症候あるいは兆候から，その背後にある間題点を究
明する技法は，未だ充分に開発されているとは言えないだろう。
　改善方策開発の技法＝ところで現場診断の主要な課題は，経営上の問題点
の改善方策の開発という治療方針の決定である。こうした現場作業を効率的
に行うための指針として診断要領においては，診断種類別に着眼事項を定め
ている。企業を見るにあたって，目を付けるべき部門や事項について，どの
ような点に気を付けて把握すべきか，を示したものである。着眼事項の内容
は，必ずしも論理的に記述されているとは言えず，一般的でない表現も多く
使われているが，一部を示せば以下のようである。
　工場診断要領では，経営基本部門において，経営者，基本方針，経営全体
計画，経営組織，内部統制の諸項目に関し，それぞれ如何なる点に配慮して
明らかにすべきかが列記されている。ついで生産部門に関しては，生産計画，
工程管理，作業管理，品質管理，資材購買管理，設備工具管理，設計技術管
理，熱・動力管理，外注管理があげられ，販売部門においては，販売計画，
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市場調査，製品計画と価格政策，広告と販売促進，販売員管理，販売経路，
販売組織，販売割当てと得意先関係が，財務部門においては，会計や事務処
理の組織，財務構造，資本運用，利益および費用収益管理，会計資料の利用
をあげ，労務部門においては，労務組織と担当者，採用および入職方法，昇
進移動，作業条件，服務規律，情処理手続き，給与，労働関係，訓練，意思
疎通，安全衛生の諸項目があり，福利厚生部門では福利厚生，監督者，共同
活動，人の活用と職場士気の項目があげられ，事務部門では事務組織，事務
分担，事務の標準化，事務の処理方法の項目があげられている。
　また商店診断要領では，経営基本部門において，経営者，経営基本方針，
立地条件，経営組織の項目があり，販売部門では販売政策，販売計画，販売
組織，市場調査，販売促進，広告，得意先管理，売価政策，売掛管理，販売
割当て，販売経路，販売員管理，配送管理の諸項目が，仕入部門については，
仕入方針および計画，仕入価格，仕入予算，仕入数量，商品管理，適正在庫，
在庫管理の項目が，店舗部門においては，店舗構成，商品構成，陳列，照明
色彩の項目が，財務部門では会計組織と帳簿組織，財務構成，資本運用，利
益および費用収益管理，会計資料の利用の項目が，労務部門では採用，就業
規則，給与，教育訓練，福利厚生，職場配置，人の活用と職場士気の項目が，
事務部門においては事務組織，事務分担，事務処理，事務設備の項目があげ
られている。
　こうした着眼事項に従い現場診断を進めるにあたり，留意すべき事項とし
て挙げられているものを見ると，概ね次のように要約できる。
　まず経営基本というあまり一般的でない部門が設定されているが，その内
容は，まず経営者層の資質や能力とか業務に対する態度，後継者の存在など
に留意すべきこと，ついで基本方針という項目においては，長期的な経営目
標の存在や，それが諸業務計画に反映されているか留意事項としてあげられ，
経営全体計画の項目では，諸業務計画が立てられているか，それら諸計画の
間に矛盾がないか，計画遂行のための管理が行われているかが，検討される
べきとしている。この他組織や内部統制についても，それが諸原則に適う妥
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当なものとして設定されているか否かを検討すべきものとしている。
　比処に示したような視点からの着眼事項が，すべての部門にわたって与え
られているが，その要点は，能力とか状態を表す項目においては，妥当かと
か適性かという検討であり，組織とか制度を表す項目に関しては，明確にさ
れているかとか，確立されているかという着眼事項が付けられているという
ことである。
2－5　改善目標の問題
　さて，医療行為においては，病気とは健康体から乖離した状態と考えてい
る。中小企業診断の場合にも，企業経営体が正常な状態から遊離あるいは乖
離することが，問題企業となることであり，正常な状態に戻すことが，改善
ということであるとする見解が多い。
　前項に示された着眼事項も，何処に乖離があるかを吟味するための用具と
して提示されている。つまり企業診断における改善の目標は，この着眼事項
の中に示されていることになろう。
　つまり中小企業診断において想定されている改善の目標は，「多くの企業
の経験を総合して得られた諸原則に則った経営管理を実践すること」と想定
されているように思われる。
2－6　改善行動支援の技法
　さて中小企業診断においては，問題点改善の過程は重要な役割を与えられ
ていないようである。前項で紹介したように，診断実施期問は診断終了後遅
滞なく，診断を担当したものに診断勧告書を作製させ，診断を受けたものに
交付すること，必要があると認めるときは，診断勧告書の内容の実施等に関
する指導を行うものとすると，規定（基準省令〉しているに過ぎない。そし
て診断要領でも，診断方法とは別に勧告という項目を立て，診断実施期問は
勧告事項が決定した場合すみやかに診断勧告書を作成し，企業の代表者の出
席を求めて診断勧告書を交付し，勧告内容を説明するものとしている。つま
り勧告という過程は診断過程には含めていない。
　なお診断勧告書の内容としては，問題点と改善方策，および当面の努力目
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標を主要な項目とし，これに診断実施期間や診断担当者名，年月日，総評を
加えたものとしている。
　つまり問題点改善のための支援過程は，勧告という形態だけで行われるの
が，中小企業診断である。改善勧告は，指導助言とは違う。一般に勧告とは，
行政機関などが私人に対する行政指導の一方法として提示されるもの，法的
拘束力はないが事実上，ある程度の強制力を持つ言葉であると理解（注13）さ
れている。原則として企業診断は企業の自由意志による申し込みを受け，そ
れに応えて行われるものである。したがって問題点改善努力や指示された改
善方法の実施を，強制される筋のものではない。そこには権威のもとに診断
勧告書に盛られた問題点の改善行動を実施させるという工夫が見られる1注12）
3、技法からみた中小企業診断の限界
　ここで対象としている診断業務は，外部の第三者による診断である。外部
診断においては企業の状況や環境条件の把握や改善案の効果的実施に制約が
あり，これを解決するために様々な手法が開発されてきた。外部診断がもつ
存在意義は，受診企業の業績向上に貢献することである。したがって診断技
法の具体的な有効性に応じて，それが有効に貢献できる問題の範囲が異なる
ことになる。
　前項に説明したような中小企業診断の制度的な枠組みと，それによって規
定されている診断技法によって企業診断を行うとすれば，どのような対象，
どのような課題に対しては有効な知的支援が可能であるのか，あるいは可能
でないのかを，次に指摘しよう。
3－1問題点把握技法からの制約
　提出資料の正確性の問題＝診断要領では，予め企業から提出させるべき予
備調査書の様式を定めているが，診断対象から提出された過去の資料が，果
たして有効な情報だろうかという問題である。中小企業の多くは会計業務の
多くを計理士などの外部に依存するものが普通であり，又税務への配慮もあっ
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て正確に資料を作成しているか否かが確かでない。受診企業がその実態を正
しく示す資料を作成できるかということに加え，こうした予備調査書で現実
を十分に表現出来るかということである。
　静的分析の限界の問題＝次にこうした指標で把握できるのは，財務面に現
れた過去の結果が殆どであって，現状や近い将来への動向を示すものではな
い。元来，企業活動は，将来を見越した的確な事前準備によって効率的な活
動展開が可能となる。現在の結果は過去の活動が原因であり，現在の活動は
将来になって実を結ぶ。改善ということは今後の活動に生かされるものであ
り，それが成果を上げるのは将来である。現在の問題点は，過去の業務活動
に不適当があったことを示すもの，そのまま将来への改善可能性，あるいは
必要i生を示すものではない。現在の結果には何ら問題点を見いだせなくても，
将来の業務活動展開が従来のままで良いとは言えないのである。
　財務に重点をおいた比率分析の意味は，関連する測定単位のバランスを問
題とするということであろう。その前提には各測定単位における同一次元で
の因果関係あるいは平行関係の存在が前提されている。したがって静態的分
析に止まらざるを得ない。しかし企業活動というものは動態的なものであり，
静態的な分析によって実態が把握されるものではない。企業内では，いまだ
成果に結びついてはいないが，将来のために必要な投資も行われている。人
的資源においても物的資源においても，現在までの業務活動成果に結びつい
ていない多くの経営資源を抱えている。こうした企業体の体質を，静態的な
バランスの分析で批判できる筈がない。それを無視して行えば，将来に備え
先行的な準備を怠らない優れて未来指向的な企業が非効率体質と判断され，
将来に対する準備を怠っている保守的企業を効率的であると判断するという
誤りを犯すことになろう。
　基準指標値の妥当性の問題＝第三の問題は，中小企業の経営指標や原価指
標の示す業界の平均的な数値に達しているということが，経営の維持や発展
に如何なる意味をもつかという点である。
　同一条件のもとにある同一業種の中小企業に対して，たとえば，労働生産
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性とか資本生産性，原材料歩留まり率など，効率を示す指標が標準として与
えられるならば，これは有効な企業診断の用具となり得るであろう。しかし
効率以外の財務比率が同業者と同一水準でなければならない理由はない。む
しる積極的な中小企業者ならば，敢えて同業者と異なる方向へと業務活動を
展開させ，過度競争から抜け出し，経営を維持し発展させることを志向する
のではないだろうか。
　また，経営指標の統計値としての偏りやバラツキ，つまり信頼性が十分か
ということもある。経営指標は業種別規模別に細分されて示されているが，
その個々の単位の数値を算出するために用いられたデータの数が，非常に少
ない。そして個々の企業の数値にバラッキの大きいことが，平均値に併せて
示されている標準偏差値によって推定できると云われるが，僅か数事例のデー
タをもって平均値を算出しているものも多く，加えて，集計に使われる事例
は，前年度に企業診断の対象となった企業のもので継続性がなく，また，そ
れら企業が問題性をもった企業であるからこそ企業診断を受けたということ
を考えれば，明らかに偏った数値の平均値と云わざるをえないのではないか。
さらに業種別規模別の指標値の算出法は，赤字企業を除いた平均値であるか
ら，業界の平均でもなく，かなり上位企業に偏った数値であり，また景気変
動によって偏りの程度も変動することになる。
　また，経営指標には平均値とともに標準偏差値が示され，企業の実績値と
指標値との乖離を偏差値として把握する工夫も行われているが，母集団の分
布の形が吟味されていないので，その偏差値を算出する意昧が明確でない。
3－2現場診断技法からの制約
　基礎技法の問題点＝これらの技法の利用は，単に知識として習得しても活
用することは出来ない。繰り返し実践し，習熟することが必要である。先に
あげた基準省令には，こうした技法の知識が，診断担当者の養成に学習させ
るべき教科の中には明確な形で示されていないし，試験科目には殆ど定めら
れていない。こうしたことから，現在の中小企業診断士と称するものに，現
場診断における能力に十分でない者も少なくはないと考えられる。
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　間題点掘下げ技法の問題点二こうした着眼点に依拠する問題点の解明は，
チェックリスト方式と呼ばれる診断方法と同一の原理に立っている。チェッ
クリストとは経営診断を実施すべき着眼点を体系付け列挙した一覧表である
とされる。こうしたチェックリスト方式については「現代の事業経営の改善
策が，企業を取り巻く環境，経営環境と事業経営との相互連関性を調査分析
し，チェックすることによって，批判し勧告しなければならないのに，不変
妥当的に適用し得るごときチェックリストを準備することが出来るだろうか」
という疑問が指摘され，「一般に企業診断は意識的，無意識的に，とかく診
断者のイメージの中にある標準的経営，もしくは模範的経営との対比におい
て行なわれることが多かった。画一的にモデルと対比することは，決して適
切ではない。経営診断においては個々の事業経営の個別性，特殊性が問題と
なるのであって，全体性や平均性に囚われてはならない。チェックリストを
基準とする経営診断は，その経営診断をして個別性を無視したもの，特殊性
を置き忘れたものたらしめる危険性を包蔵している」（注14）と，その有効性の
限界が指摘されている。こうした問題意識は，そのまま中小企業診断におけ
る問題点掘下げのための技法にも当てはまろう。
　そしてさらに，こうしたチェックリスト方式が，医療において，コンピュー
ター診断という技法が検討され始めているという事情に刺激されて，簡易な
チェックリストに纏められ企業に回答を求め，得られた諸資料をコンピュー
ターによって総合判断すると云うコンピューター診断という形式へと発展さ
せられた。また，着眼事項をさらに簡易化し具体化してチェックリストとし，
企業者が自己診断するためのワークシートとして提供されるようにもなった。
チェックされた項目の回答を数値化し，それを総合して，企業の健全度を評
価する方式として提供しているものもある。これらの諸技法も，着眼点によ
る問題点の掘下げと同様な問題があることに留意しなければならない。
　改善目標に関する問題点＝・さて着眼事項には，様々な経営管理技法の整備
やその実施状況の是非を検討する項目が挙げられている。つまり比処では，
中小企業としての総合的な存立条件の強化を目指しているのでなく，経営管
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理面の改善のみに限定しており，また企業の実態に即した改善ではなく，既
に多くの企業に導入され，効果の証明された，一般的な経営管理技法の模倣
導入を目標としていると考えられる。これでは企業診断と言うべきでなく，
一般的な経営管理原則の普及を目的とした経営診断ということになろう。企
業診断が当初に期待したような効果は，こうした診断技法では達成されない
だろう。
　中小企業問題が発生する根本的な原因に関する一般的な理解は，需要量が
少ないにもかかわらず，多くの中小企業が存在し事業機会の確保を目指して
競争していることにあろう。こうした中で経営管理の水準だけを，しかも業
界の一般的レベルに達するよう支援してみても，中小企業層全体としても，
また個別中小企業の立場からも，意味のある効果を期待できる筈がない。必
要なことは中小企業の事業活動分野の拡大に繋がるような発展を促進するこ
とであり，あるいは過小過多の競争状態のなかで，同業者から抜きんでるよ
うな企業としての卓越性の確立，あるいは独自性の確立を実現することであ
ろう。何れにしても，根本的な改善は，事業活動の領域で行われる必要があ
り，経営管理の領域だけでは十分でないといえる。従来の常識を破る革新的
な事業を創め成功した創業経営者や，従来の惰性を排除し事業や経営の革新
を図ろうとする中小企業経営者の多くから，中小企業診断を受けたが満足す
べき結果を得られなかったという感想を，私は何回も聞かされている。多く
のすぐれた経営者が，企業の経営はアートであって科学ではないといってい
ることに留意が必要である9主15）革新的な事業経営への挑戦は，同業者並みの
経営管理水準への到達だけでは成功しないと思うが，どうだろうか。
3－3　改善案実施技法からの制約
　改善案の実施に対する支援活動が，原則として勧告書の提示をもって終わ
り，実践指導を伴わないと云うことは，改善案に示されている内容が，その
実施に当たって，さしたる投資を必要とせず，リスクを感じさせない軽微な
ものであり，かつ又実施能力を受診企業が既に持っているものに限られよう。
あるいは既に効果が証明された一般的改善手段に限られよう。さらに，現在
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表面化している経営上の問題に対する対症療法的な改善を意図するものであっ
て，将来への予防的措置，あるいは，自力で解決していけるような企業体質
の強化充実にまで及ぶものとはなりえない。
4．新たな二一ズの発生と対応一
　　　中小企業コンサルタントの専門職業化
　中小企業診断は，中小企業の事業活動上の諸欠陥を解決するための知的支
援活動である。それが公共政策として実施されているのは，中小企業の経営
者能力が，大企業のそれに比べ弱体であり，それが中小企業問題の重要な原
因の一つとなっていること，それを補完是正し，中小企業の健全な発展を促
進することが，公共の立場からも必要と判断されるからである。いったい中
小企業者の経営者能力の弱体とは何であろうか。
4司　中小企業における経営間題発生の原因
　一般的に，中小企業経営問題の発生には，2種の原因がある。
　第1は外乱要因，つまり外部要因によって経営体のバランスが崩されるこ
とである。問題の原因は外乱要因の存在であり，それを排除して，旧態に戻
すことによって改善されると考える。こうした考え方の基礎には，外部環境
条件は一定であり，経営体は閉鎖システムであるという見方があろう。環境
変化の少ない時代，経営水準の低位の企業者に当てはまる見方である。
　第2は環境不適応，つまり外部条件変化への対応の失敗である。問題の原
因は経営体の適応能力の不十分にある。こうした考え方の基礎には，企業の
事業環境や経営環境は変化するのが常態であり，経営体は開放システムであ
るという見方がある。環境変化が激しくなれば，当然，こうした見方に立脚
した経営でなければ維持できず，また環境適応を円滑に行なえるような経営
者能力がなければ，こうした行動を採り得ない。
　興信所が企業倒産の原因を分析して内部要因と外部要因とするもの，ごう
した見方に立っていよう。倒産した中小企業の経営者の多くが，外部要因の
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責めにして責任回避をする例を多く見る。しかしこの2要因は，まったく独
立のものではなく，同一の問題原因を異なった側面から採り上げているに過
ぎない。企業は環境条件に対応しながら事業活動を展開していくべきもので
ある。経営者能力が未成熟な経営者は，倒産の原因を環境変化，’つまり外部
要因にあると考えがちであり，充実した経営者能力を備えた経営者は倒産の
原因を環境対応能力の欠如，つまり内部要因にあると考える傾向が強い。問
題の発生原因は，企業の環境変化への対応の如何にあるといえよう。
　ここで中小企業経営者の環境変化対応姿勢をみると，概ね，以下の4タイ
プとすることが出来る。
　まず環境変化に対処する適応行動を怠る企業がある。企業の内部だけに関
心を向けている中小企業者にこうしたタイプが多い。環境変化への対応には，
内部の経営管理面の改善を実施しても有効な解決は得られない。外部環境の
変化に対応するには事業戦略そのものの適応が必要だからである。前近代的
な意識を持っている小零細企業者の多くは，こうした適応怠慢型である。企
業の論理よりも生活の論理を優先させている。
　次に，後追い適応型の企業がある。後追い型企業の特徴は，自らの力で対
応方策を開発する能力に欠け，あるいは新たな方策をリスクを冒して実践す
る気力に欠けていることである。企業の存続には環境適応行動が必要である
ことは意識しているが，自らの力で適応方策を実践する自信がない。したがっ
て，既に先進的企業によって試みられ成功した環境変化への対応方策を，模
倣し導入することによって，自らの対応に代えるものであり，安全重視の姿
勢に特徴がある。こうした対応姿勢では，過小過多といわれる中小企業業界
のなかで，平均水準以上に抜きんでて，企業を発展させることは出来ない。
　以上の2種が，未成熟企業といわれ，従来から問題性中小企業といわれて
きたものであった。
　先取り適応型の企業もある。先取り型企業の特徴は，環境変化の将来を見
通し，それへの対応方策を事前に準備するという点にある。将来の見通しに
基づき事前の準備を行うということは，リスクに挑戦するということであり，
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企業家精神の旺盛な経営者でなければ採用の難しい対応姿勢であろう。嘗て
の高度成長時代の成長企業は，こうした先取り適応型企業のなかから多く出
現した。そして他の模倣的企業のモデルとして業界の進むべき方向を開発す
るという役割を果たしてきた。
　新事業機会の開発に挑戦するタイプの企業も存在する。環境変化は従来軌
道上の事業以外にも，新たに有望な事業が成立つ条件を生み出している。そ
こには多くのリスクがあるが，成功すれば独占的な地位を確立できる。こう
した企業の活躍こそ，経済発展の新たな道を開くものである。こうした企業
の特徴は，まさに経営者の旺盛な企業家精神の発揮にあり，革新的，あるい
は創造的な企業体質にある。これからのわが国経済の発展のために期待され
ているのは，こうした企業行動である。
　ところで，こうした環境対応姿勢の違いは何によって生じるのだろうか。
それは経営者の資質と能力，とくに近代的な企業精神と経営理念，環境理解
や事業と経営に関する知識，およびそれらを活用する基礎的知能，保有して
いる経営資源，資金力やリスク負担能力等であろう。こうした経営者能力の
充実は，容易に達成できるものではない。多年にわたる努力の結果，身に付
けられるものである。しかし中小企業は狭く分業化した場で，専門化した事
業活動を展開している。蓄積される経験は狭い。加えて企業内に多くの人材
を持つことも難しい。従って，先取り適応型ある機会挑戦型で，新たなる事
業分野への開発に乗り出そうとしても，経営者能力の不十分によって成功率
は低くならざるをえない。
　かくして中小企業問題は，2つに分化しつつある。ひとつは未成熟企業が
激変する環境変化への対応を怠ることによって生じる従来型の中小企業問題，
もう一つは，企業家精神旺盛な中小企業が，新たなる事業機会に挑戦し，あ
るいは先取り対応によって，他の中小企業に先んじての発展を志向しながら
も，経営者能力や経営資源の不十分によってリスクの克服が困難となる問題
である。
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4－2　中小企業に対する知的支援活動の経緯と動向
　中小企業診断が開始された当時の診断対象は，環境適応怠慢型の前近代的
意識を持つ小零細企業が主であった。少ない事業機会のシェアーを争ってい
る同業者過剰の業界に，生活の論理を基調とする未成熟な前近代的なアマチュ
ア経営が鉾いているのでは，経営破綻が多発するのは当然である。比処に社
会的な小零細企業の問題が生じた。そこで，こうした弱者企業に対する保護
育成施策としての企業診断が行なわれたのであり，戦後間もなくの企業診断
の対象はこうした企業であったのである。
　したがって，診断の内容は，近代的企業経営としての問題点の指摘であり，
それを理解させるための非効率や改善余地の存在の指摘であり，その改善方
向の提示であった。助言というよりも勧告というべき内容であったのである。
これによって，その前近代性を払拭し，近代的企業経営へと脱皮させるため
の自助努力を喚起することが期待されたのである。したがって，この時代に
採用された企業診断技法が，健康診断的技法となったのは当然であった。そ
して，診断内容も簡易なものであるにしても，近代的企業経営への脱皮とい
う視点から，総合的判断を強調することになったのも当然であった。
　戦後経済の混乱が間もなく回復に向かうとともに，先進的な生産技術や経
営技術などの導入が進み，いち早くこれらの進歩的生産技術や経営技術の導
入に努める企業がでてきた。こうした企業に続いて，大企業を中核とする国
際競争力強化の観点から，下請け中小企業や系列中小企業の水準向上に高い
関心が集まり，あるいは日本産業全体の効率化の観点からの低生産性部門の
水準向上への関心が高まって，非効率的な中小企業に対する企業診断が社会
的要請となってきた。ここに，後追い的ながらも環境対応策の採用が中小企
業に社会的な要請となって迫り，こうした意図のもとに中小企業診断はその
種類も拡大され，活発に展開されることとなった。この時代の診断の主たる
内容は，企業全体の総合的視点からの改善というよりも，生産活動を始めと
する従来からの業務の効率的処理であり，管理技術の改善向上に置かれたこ
とは当然であった。つまり企業診断というよりも，業務能率向上のための経
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営診断に近いもの，それも企業の現実に即し先取り的な能率向上を志向する
ものではなく，一般水準への追随を志向する後追い的な経営診断であった。
　こうした後追い適応を志向する企業に対する企業診断は，既に表面化した
顕在している経営上の問題点に対する改善が課題であり，したがって，患者
に対する医療行為と類似の手法，つまり病気にかかっている患者に対するが
ごとき企業診断技法で，十分に成果を挙げることが出来，またそれ以上のも
のを必要としなかったのである。
　従来までの中小企業診断制度における診断二一ズは，こうしたものであり，
この時代に確立された中小企業診断の技法が医療的手法に類似のものとなっ
たのは当然であった。
　昭和50年を過ぎる頃から，わが国経済は，欧米先進国の水準に追い付き，
その性格が成熟経済に変貌した。成熟経済下の企業経営においては，事業活
動の内容を従来のまま継続したのでは，市場の拡大成長が望めない以上，経
営不振となることは明らかである。競争が激化する。企業はますます効率化
を目指してシェアーの拡大に努力するから，業界内の競争は加速化される。
規模の経済性において不利な立場にある中小企業の経営は，次第に困難化し，
整理淘汰されるものも増えくる。後追い的な姿勢で対応しようとしても，も
はや効果はない。次第に企業維持が困難になる。こうした時代に必要な企業
の維持発展方策は何だろうか。それは，将来の問題発生を事前に回避し，或
いは問題が発生したとしても，影響を最小限に押さえこむような，対応準備
を事前に行っておくことである。つまりこれは，問題の後追い対応型から先
取り対応型へと，環境変化への対応姿勢を換えることである。企業体質を発
展させることである。
　現在，企業診断という知的支援サービスに関心を寄せている中小企業は，
未成熟であり環境変化への遅れに問題をもつものよりも，先取り対応や機会
挑戦する能力の不足に問題を持つものの方が増加する傾向を示している。
4－3　成熟した中小企業に対する知的支援活動の条件
　増大する要請に応えて，先取り型中小企業や機会挑戦型中小企業へと経営
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者能力補完の為の知的支援を拡大する場合，その手法には従来の中小企業診
断とは違う次元のものが必要になる。現在の中小企業診断士ではとても対応
できない。
　まず，改善勧告で終了するように改善活動では，とても二一ズに応えるこ
とは出来ないであろう。ここで考えるべき条件は，成熟した中小企業である
ことである。十分に意味を理解した改善方策でなければ実施しないであろう。
　先取りにしても新たな開発にしても，新たな事態への挑戦は，従来には経
験しなかったような課題に対し，経営者を初め担当者は，不確実かつ不十分
な情報だけしか利用できないなかで，感や推量を充分に働かしてこれを補い，
望ましい将来の事業経営ビジョンを構想し，その現実に向けて試行錯誤の努
力を必要とする。こうした中小企業者にとって有効な助言指導の条件は，経
営者に欠けている能力の補完である。それも一時的な指導助言では無意味で
ある。目的達成過程の主要部分に関して継続的に行われる必要がある。しか
も既に確立されている問題解決技法の紹介や移植導入の指導ではなく，新た
なる事業を創造するための調査や情報解析であり，創造的な対応策の立案で
あり，その意昧を経営者や担当者に十分理解させることであり，場合によっ
ては業務の代行や，経営者や担当者の教育指導も行なわねばならない。それ
には広範な知識や技能と，優れた判断力や想像力が必要であり，また多くの
時問と費用が必要である。
　こうした支援活動は，診断というタイプの業務で対処できるものではなく，
コンサルティング業務でなければならないことは明らかであろう。経営コン
サルタントは「クライアントに対する変革の媒体であり，リソースコンサル
タント（知識中心のコンサルティングを行なう）あるいはプロセスコンサル
タント（過程中心のコンサルティングを行なう）と呼ばれるタイプの業務を
行う」ものと説明される。「リソースコンサルティングとは改革を齋らすた
めに専門的な情報やサービスを提供したり，改革のための実施方策を勧告し，
これによって個人あるいはグループ，組織全体に知識を移しとていくもの，
プロセスコンサルティングとはコンサルタントの考え方や問題の捉え方，価
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値観を伝えて，組織全体が問題を診断し解決できるようにするもの」である押6）
　こうした知的支援活動でなければ，真に役立つものにはならない。こうし
た能力を身につけるためには，長期にわたっての専門的な学習と実務経験と
が必要であろう。
　こうした業務に必要な知識や能力は，現行の中小企業診断士の養成過程や
試験制度でカバーできるような，生易しいものではない。つまり，現行の中
小企業診断制度において対処できるものではない。独立の専門的職業として，
高度の訓練の下に，技能的にも熟達した専門家によってのみ，有効なサービ
スを提供できるものである。
　こうした知的支援を行う対象は，同業者に卓越した地位の確立に挑戦する
成熟した中小企業であるから，有効な知的支援が出来るかぎり，業務に相応
しい報酬を負担することが出来るはずである。そのサービスに見合う報酬を
負担できる中小企業が対象である以上，公共サービスとして無償で提供され
るべきものでもない。
　ここに中小企業コンサルタントが独立の職業として新たに成立する可能性
があり，またそれが望まれていると私は考える。
　現在のところ，中小企業診断士として通産大臣登録されたものは，中小企
業に対する職業的なコンサルタントとして通用するというような考え方が，
関係者の間に抱かれているように思われる。しかしこうした事態は，中小企
業経営コンサルタントという専門職業の成立と，その健全な発展を阻害しか
ねないことに注意が必要であろう。
注1　中小企業診断は個別の企業診断から出発したが，後に中小企業の集団や取引関係に
　診断対象を拡大しあるいは，政府資金融資制度と融合するなど，純粋の企業診断から
　遊離してきた。なお，中小企業診断においても，個別企業に対する一般的な診断の他，
　近代化資金助成法や，中小企業事業団法などと関連して行われる政策診断とがあるが，
　ここで対象とするものは個別企業に対する一般診断である。
注2　日本経営診断学会昭和49年年報所載論文・合力栄「経営システムと経営診断」
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注3　昭和45年度・日本経営診断学会年報所載論文・東田政重「経営診断実践原則設定へ
　　の試み」
注4　柴田勝次「変革期の経営診断学」・昭和50年・日本経営診断学会年報
注5　東田政重「経営診断基準に関する研究」・日本経営診断学会年報・昭和54年
注6　1L　O「経営コンサルティング」48～54頁・1977年・日本生産性本部刊
注7　これらは一般的な個別企業に対する診断の効果を見て，中小企業者の集団へと診断
　　対象を拡大し，さらには特定の政策的融資制度における申し込み企業の審査的役割を
　　果たすものまで含まれるようになり，必ずしも診断勧告書の示す改善方策の実施に強
　　制力を伴わないとは言えないものまで含まれている。
注8　中小企業近代化審議会指導部会「中小企業診断制度の在り方に関する意見具申」昭
　　和55年　中小企業庁
注9　中谷道達「企業診断の手ほどき」日本経済新聞社刊
注10合力栄「経営診断の評価および体系をめぐって」昭和49年学会年報
注11　ドラッカー「マネジメント」282～287頁　1980ダイヤモンド社
注12大辞林（松村明編・三省堂発行）
注13　昭和59年の中小企業近代化審議会指導部会「中小企業診断事業の今後の在り方につ
　　いて」の中に，中小企業診断は「中小企業者からの依頼に応じ，経営管理の実態を調
　　査分析し，経営上の問題点を指摘するとともに，その改善のための具体的方法を勧告
　　することにより，中小企業の経営管理の近代化・合理化を図ろうとするもの。中小企
　　業の合理化・近代化を図るにあたりもっとも重要な点は，経営者の勘による経営管理
　　を科学的管理に切り替えることである」と説明されている。
注14清水晶「経営診断におけるチェックリストの効用について」企業診断1974年5月号
注15　たとえば，松下幸之助「実践経営哲学」P　H　P
注16　1L　O「経営コンサルティング」日本生産性本部・1977年
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